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平成２５年（厚）第１２０１号

平成２６年７月３１日

主文

後記「理由」欄第２の２記載の原処分を取

り消す。

理由

第１　審査請求の趣旨

審査請求人（以下「請求人」という。）

の審査請求の趣旨は、主文と同旨の裁決を

求めるということである。

第２　審査請求に至る経緯

１　厚生年金保険法上の適用事業所で ､○

○建設業厚生年金基金（以下「本件基金」

という。）の設立事業所であったａ社（以

下「本件事業所」という。）は、平成○

年○月○日午後○時、○○地方裁判所に

おいて破産手続開始決定を受け ､請求人

が破産管財人に選任された。

２　本件基金は ､本件事業所について ､本

件基金の厚生年金基金規約（以下「基金

規約」という。）附則第２３条第１項第

２号、同第３号の事由に該当するとして、

平成○年○月○日付で、請求人に対し、

基金規約附則第２３条第３項及び第２３

条の２の各規定に基づいて算定した特別

掛金○○○○万○○○○円を納付するよ

う求める旨の納入告知（以下「原処分」

という。）をした。

３　請求人は ､原処分を不服として ､当審

査会に対し ､ 審査請求をしたものであ

る。その不服の理由は、原処分は基金規

約上の根拠に欠け、違法であるというも

のである。

第３　当審査会の判断

１　本件基金は、同基金作成の当審査会あ

ての意見書（平成○年○月○日付）にお

いて、「ａ社は、平成○年○月○日、事

業を停止するとともに自己破産の申請を

し、同年○月○日、破産手続開始決定が

なされているから、当基金の規約附則第

２３条第１項第２号の「任意清算または

自主廃業」の特別掛金の一括徴収事由に

該当する。また、当基金は、平成○年○

月○日（注：平成○年○月○日の誤りと

認める。）開催の第○回代議員会（以下

「本件代議員会」という。）において破産・

倒産事業所については、任意清算または

自主廃業に準じるものとして特別掛金を

一括徴収することを再確認（注：「確認」

と同趣旨の意と認める。）しているから、

規約附則第２３条第１項第３号の「その

他上記の事由に準ずるものとして代議員

会が認めた場合」の特別掛金の一括徴収

事由にも該当する。」旨を主張している

ので、この主張が妥当かどうかを以下検

討する。

２　基金規約附則第２３条第１項は、設立

事業所が、①　設立事業所の事業主が本

件基金あてに任意脱退を申し入れ代議員

会が認めた場合（第１号）、②　事業の

譲渡、合併（ただし、他の設立事業所と

の合併を除く。）、任意清算または自主廃

業による場合（第２号）、③　その他上

記の事由（注：第１号又は第２号の場合

を指す。）に準ずるものとして代議員会

が認めた場合、のいずれかに掲げる事由

により脱退する場合（設立事業所でなく

なった事業主の事業及び権利義務を承継

する事業主が、引き続き本件基金の設立

事業所の事業主として存続する場合を除

く。）において脱退により生じる当該事

業所に係る債務及び不足金の合計額を特

別掛金として、当該事業所から一括して

徴収するものとし、特別掛金として納入

の告知を行う旨規定している。

３　前記１に記載したとおり、本件基金は、

破産手続開始決定を受けた本件事業所の

場合、基金規約附則第２３条第１項第２

号の「任意清算または自主廃業」に該当

する旨を主張しているが、破産手続開始

決定は、破産法第１５条等の規定に基づ

き、債務者が支払不能又は債務超過にあ

るときに、債権者又は債務者の申立てに

より、裁判所が決定するものであって、

裁判所の公権的手続によってなされる点

において任意清算又は自主廃業とは異な

る他、債権者も破産手続開始の申立てを
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行えることから明らかなとおり、専ら債

務者が任意に若しくは自主的に行うもの

である任意清算又は自主廃業とは性格を

異にするものであるから、本件基金の上

記主張は理由がない。

４　前記１に記載したとおり、本件基金

は、本件代議員会において、破産・倒産

事業所については、任意清算又は自主廃

業に準ずるものとして特別掛金を一括徴

収することを確認している旨を主張して

いるところ、本件基金が当審査会に提出

した本件代議員会に係る会議録上、「議

案第２号「特別掛金」の徴収に関する規

約（案）について」、「Ａ事務長より会議

資料に基づき提案説明を行う。」、「Ｂ議

長　当議案につきましては、事務長の説

明にもありましたが平成○年○月○日開

催の第○回理事会で集中審議を行ってお

ります。代議員の皆さんにも周知されて

いることと思います。各事業所におかれ

ましてはがんじがらめのような感じとい

うことで大変ですが、健全化計画達成の

ための重要事項である、加入員数の減少

を抑制するということでご理解いただき

たい。何か、ご意見ございますか。」、「議

決に入り、議案第２号は挙手により賛成

２９人、反対０人で可決された。」との

記載が存するのみであり、上記会議資料

として本件代議員会に提出された「○○

県建設業厚生年金基金第○回代議員会次

第」（以下「代議員会次第」という。）に

よれば、「議案第２号「特別掛金」の徴

収に関する規約（案）について」として、

「当厚生年金基金規約附則第２３条改正

は、厚生年金基金加入員の権益を守るた

め、以下の事由に基づき行うものです。」、

「１．「健全化計画達成」と「これ以上の

掛金引上げ抑制」のための重要事項の一

つである加入員数の確保を図ること。ま

た、加入員事業所より出されている『厚

生年金基金加入員を関連会社に移すなど

して掛金負担を免れる、「加入員の厚生

年金基金未適用者への異動」防止を徹底

すべし』との意見に沿うものであります。

当厚生年金基金においては、これまでも

これら案件については代議員会に諮り適

時対応してきたところですが関連事業

を整備する必要があると判断しました。」

などの記載が存し、新旧規約対照表とし

て規約附則第２３条第２項以下の条項が

掲載されているが、同附則第２３条第１

項第３号に関して、破産・倒産事業所に

つき、任意清算又は自主廃業に準ずるも

のとして特別掛金を一括徴収することを

確認する趣旨の記載は見当たらないか

ら、本件代議員会において、設立事業所

が破産手続開始決定を受けた場合、これ

を任意清算又は自主廃業に準ずるものと

して特別掛金を一括徴収することを確認

したものと認めることは相当でなく、ま

た、本件記録上、本件代議員会以前の代

議員会において、同趣旨の確認がなされ

たことを窺わせるようなものも存しない

のであって、本件基金の上記主張は理由

がない。本件基金は、代議員会次第に記

載がなくても、本件代議員会で議決され

たことに相違ない旨主張するが、代議員

会における議決の有無という重要な事柄

に関して、これを明確に裏付けるに足る

資料もないままに、その存在を認めるこ

とはできない。なお、本件基金は、上記

第○回理事会に係る会議録上、「議案第

２号　任意脱退に係る「特別掛金」の徴

収に関する規約（案）について」として、

「Ａ事務長より会議資料に基づき提案説

明を行う。」、「Ｃ理事　目的が足抜け防

止であるなら、そこのところをよく説明

しないといけない。」、「Ａ事務長　本改

正は、これだけ払えば任意脱退できると

いうものではありません。基金規約など

と、当厚生年金基金個別の財務状況によ

りこれまでどおり判断することに変わり

はありません。当厚生年金基金は指定基

金であり、健全化を達成しなければなり

ません。そのためには、加入員の減少が

ポイントとなります。ズル抜けなどされ

ればその分さらなる掛金引上げにつなが

り達成の障害となる。これらを抑制する

のが主目的です。また、事後においてこ

れら事実を確認できた場合は、代議員会
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での議決をもって、最低積立基準額及び

その他基金個別の状況（非流動性資産、

指定基金）に基づく均等割的な負担も

負っていただく場合もあります。また、

総幹事会社からも言われている破産・倒

産事業所への特別掛金請求は通常どの基

金でも行っており、私が来てからは行っ

ています。この部分の周知も必要で代議

員会の議決が重要となります。」、「Ｂ理

事長　その辺を次回代議員会ではきちん

と説明してください。」、「Ａ事務長　当

規約改正の主旨より、代議員会には「「特

別掛金」の徴収に関する規約（案）につ

いて」として提案します。」、「議決に入り、

議案第２号は挙手により賛成１３人で可

決された。」との記載が存すること、及

び、本件基金作成の「厚生年金基金規約

附則２３条に係る規約変更について（通

知）」と題する書面や「○○建設基金だ

より［○○○○平成○年○月号］」と題

する同基金の設立事業所あての書面上、

「第○○回代議員会において、厚生年金

基金規約附則２３条が改正されました。

附則２３条改正は、厚生年金基金加入員

の皆様の権益を守ること。また、いわゆ

る「ズル抜け」を防止するために、以下

の事由に基づき行うものです。任意脱退

を認めるという主旨ではないことをご確

認いただきたいと思います。」、「１．「健

全化計画達成」と「これ以上の掛金引上

げ抑制」のための重要事項の一つである

加入員数の確保を図ること。加入員数の

減少は随時に掛金引き上げを行うことと

なる主要因となるものです。また、加入

員事業所より出されている『厚生年金基

金加入員を関連会社に移すなどして掛金

負担を免れる、「加入員の厚生年金基金

未適用者への異動」防止を徹底すべし』

との意見に沿うものでもあります。当厚

生年金基金においては、これまでもこれ

ら案件については代議員会に諮り適時対

応してきたところですが、関連事項を整

備する必要があると判断しました。ま

た、破産・倒産事業所分についても破産

管財人等に請求を行うことを確認するも

のです。」との記載が存することをもっ

て、本件代議員会において、設立事業所

が破産手続開始決定を受けた場合、これ

を任意清算又は自主廃業に準ずるものと

して特別掛金を一括徴収することを確認

したことの傍証である旨を主張している

ものと解されるが、これによれば、上記

理事会において、理事長から、設立事業

所が破産手続開始決定を受けた場合、こ

れを任意清算又は自主廃業に準ずるもの

として特別掛金を一括徴収することを含

め、本件代議員会できちんと説明するよ

うにとの指示がなされたことまでは認め

られるが、上記の各記載内容からは、規

約附則第２３条第１項第３号に関する議

決としての趣旨が必ずしも明らかとはい

えず、また、前述したように、代議員会

の議決の有無に関して、それを明確に裏

付ける資料のないままにその存在を認め

るのは相当でないと考えられることをも

併せ勘案すると、上記の各記載の存する

ことをもって、規約附則第２３条第１項

第３号に関して本件基金主張のような代

議員会の議決がなされたことを証するも

のと認めることはできず、そうであれば、

もとより、上記通知や基金だよりの記載

をもって、本件基金の設立事業所を拘束

するものともいえない。

また ､本件基金は ､本件事業所から ､

破産手続開始決定前の平成○年○月○日

に ､日本年金機構宛に厚生年金保険の適

用事業所の全喪届が提出されたことを

もって ､厚年法第１３８条第５項に定め

る「設立事業所が減少する場合」に該当

するとして ､同項の規定を根拠に本件の

特別掛金を一括徴収することができると

も主張する。

厚生年金基金（以下 ､単に「基金」と

いう。）は ､ 加入員の老齢について給付

を行うことで加入員の生活の安定と福祉

の向上を図ることを目的とし ､設立事業

所の事業主及びその該当事業所に使用さ

れる被保険者をもって組織する法人であ

り（厚年法第１０６条ないし第１０８

条）､ その運営は ､ 当該基金が自主的に
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行うことができるものであり ､したがっ

て ､基金は ､厚年法等の関係法令に規定

されたところに拠り ､その組織や業務に

関する基本事項を定めるほか ､年金等の

給付 ､掛金及びその負担区分などについ

て ､関係法令に反しない範囲で ､個々の

基金の実情に応じて基金独自の事項を定

めることができるものとされているので

ある。そして ､掛金については ､厚年法

第１３８条第１項が ､基金は ､基金が支

給する年金たる給付及び一時金たる給付

に関する事業に要する費用に充てるた

め ､掛金を徴収するとした上 ､同条第２

項ないし第６項において ､ その算定方

法 ､徴収方法及び徴収事由についての基

準について定めており､第５項では､「基

金の設立事業所が減少する場合（設立事

業所の事業主が ､分割又は事業の譲渡に

より他の設立事業所の事業主以外の事業

主にその事業の全部又は一部を承継させ

る場合その他の設立事業所の減少に相当

するものとして厚生労働省令で定める事

由が生じた場合を含む。）において ､ 当

該減少に伴い他の設立事業所に係る掛金

が増加することとなるときは ､当該基金

は ､当該増加する額に相当する額として

厚生労働省令で定める計算方法のうち規

約で定めるものにより算定した額を ､当

該減少に係る設立事業所の事業主から掛

金として一括して徴収するものとする。」

として ､設立事業所の減少に伴い ､他の

設立事業所の掛金が増加することとなる

場合に ､減少事業所の事業主から増加す

る掛金に相当する額を掛金として一括徴

収することとしているのであるが ､これ

も他の条項と同様に ､その具体的な内容

については基金の規約の定めに委ねるこ

とを前提に ､基金が規約を定める際に拠

るべき基準として定められた規定である

と解されるのであって ､基金の規約に具

体的な定めのない場合に ､これらの厚年

法の規定を直接の根拠として設立事業所

やその事業主に義務や負担を課すること

は、原則として想定されていないものと

いうべきである。特に ､本件のような特

別掛金を含む掛金については ､租税法律

主義が直接に適用されるものではないと

しても ､設立事業所の事業主に納付義務

を課し ､強制的にこれを徴収してその義

務の履行を図るものとされていることか

らすれば ､租税法律主義の趣旨が及ぶべ

きものと考えられ ､設立事業所や事業主

の権利義務を明確化し ､その法的安定性

を保護する観点からも ､その納付義務に

ついては基金の規約において具体的に定

めることが求められるのであり ､そうで

あれば ､本件事業所の脱退がその破産に

よるものであることを否定できない本件

において ､本件の特別掛金について ､本

件基金の規約に具体的な定めがなく ､あ

るいはその定めに該当する代議員会の議

決が認められないにもかかわらず ､厚年

法の一般的規定をもって本件事業所の事

業主にその納付義務を課すようなことは

認められない。本件基金の前記主張は ､

請求人が主張するように ､基金において

特別掛金の徴収事由を規約において具体

化している趣旨を無意味にし ､設立事業

所の法的地位を不安定にするものであ

り ､採用することはできない。

５　以上のとおり、前記１記載の本件基金

の主張はいずれも理由がなく、原処分は

基金規約上の根拠に欠け、違法なもので

あるから、これを取り消すこととし、主

文のとおり裁決する。
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